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用地調査等業務費積算基準 新旧対照表 

 

（新） （旧） 

  

第１及び第２ 略 第１及び第２ 略 

  

第３ 業務費の内容及び積算 

１ 直接原価 

直接原価は、直接人件費及び直接経費に区分して積算するものとし、積算の方

法等は次によるものとする。 

(1) 略 

第３ 業務費の内容及び積算 

１ 直接原価 

直接原価は、直接人件費及び直接経費に区分して積算するものとし、積算の方

法等は次によるものとする。 

(1) 略 

(2) 直接経費 

 イ 略 

(2) 直接経費 

 イ 略 

ロ 旅費交通費 

旅費交通費は、国土交通省が公表する設計業務等標準積算基準書（参考資料）

第１編総則第２章積算基準（参考資料）第１節積算基準の１－３旅費交通費を

適用する。 

なお、第５権利調査のうち１資料調査、２資料調査を単独で発注する場合の

作業計画等、３登記簿等閲覧手数料においては、連絡車（ライトバン）運転費

は、標準歩掛りの機械経費率等含まれているため、別途計上しない。 

 

ロ 旅費交通費 

旅費交通費は、国土交通省が公表する設計業務等標準積算基準書（参考資料）

第１編総則第２章積算基準（参考資料）第１節積算基準の１－３旅費交通費及

び岐阜県独自の運用を定める設計業務等資料の旅費交通費に基づくものとす

る。 

なお、第５権利調査のうち１資料調査、２資料調査を単独で発注する場合の

作業計画等、３登記簿等閲覧手数料においては、連絡車（ライトバン）運転費

は、標準歩掛りの機械経費率等含まれているため、別途計上しない。 

(i) 通勤及び宿泊の区分 

① 通勤により業務を行う場合 

通勤により業務を行えるかどうかの判断は、下記を目安とする。ここでい

う「積算上の基地」とは、原則として指名業者のうち、現地に最も近い本支

店等が所在する市役所等とする。なお、随意契約の場合は、特定された業者

が所在する市役所等とする。 

また、現地での作業を伴う業務は連絡車（ライトバン）運転、その他の業

務については公共交通機関を利用するものとして積算することを標準とす

る。 

(a) 積算上の基地から現地まで、連絡車（ライトバン）運転によるものとし

て積算する場合は、積算上の基地から現地までの片道距離が30㎞程度（高

速道路等を利用する場合は片道距離60㎞程度）もしくは片道所要時間１時

間程度とする。 

なお、測量業務においては、連絡車（ライトバン）運転費は測量業務標

準歩掛の機械経費率等に含まれているため、別途計上しない。 

(b) 連絡車（ライトバン）運転費には、運転労務費を計上しない。また、高
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速道路等の料金は別途計上すること。 

 

連絡車（ライトバン）運転費１日当たり単価表 

 
② 現地に滞在して業務を行う場合 

上記①の範囲を超え、現地に滞在して業務を実施する必要がある場合は、

岐阜県における「岐阜県職員等旅費条例」によるものとする。 

 ハ 略  ハ 略 

２から８まで 略 ２から８まで 略 

  

第４及び第５ 略 第４及び第５ 略 

  

第６ 第６ 

１から３まで 略 １から３まで 略 

  

４ 建物の調査 

建物調査を行う場合の木造建物、木造特殊建物及び非木造建物の判断基準は、

表６－３によるものとする。 

４ 建物の調査 

建物調査を行う場合の木造建物、木造特殊建物及び非木造建物の判断基準は、

表６－３によるものとする。 

  表６－３ 略   表６－３ 略 

(1) 木造建物の調査及び算定 

木造建物の調査及び算定を行う場合の区分は、表６－４によるものとし、各区

分の直接人件費の積算は、表６－５により行うものとする。ただし、第８の予備

調査を行っているものについては、歩掛（調査外業、調査内業(図面等)）を 70

パーセントに補正するものとする。 

(1) 木造建物の調査及び算定 

木造建物の調査及び算定を行う場合の区分は、表６－４によるものとし、各区

分の直接人件費の積算は、表６－５により行うものとする。ただし、第８の予備

調査を行っているものについては、歩掛（調査外業、調査内業(図面等)）を 70

パーセントに補正するものとする。 

  表６－４ 略   表６－４ 略 

  表６－５   表６－５ 

表 略 表 略 

注１ 本表規模欄に定める面積以外の場合は、表６－６の補正率表を適用す

るものとする。 

注２ 本表は、用地調査等業務共通仕様書 別記１１石綿調査算定要領（以

下「石綿要領」という。）第４条に規定する石綿調査（調査表及び図面の

注 本表規模欄に定める面積以外の場合は、表６－６の補正率表を適用する

ものとする。 
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作成を含む。ただし、分析調査は除く。）を含んだ歩掛である。ただし、

以下については本歩掛に含まれないことから、必要に応じて、別途見積等

を徴取して対応するものとする。 

・同要領第７条に規定する分析調査費用に関する専門機関からの見積に要

する費用 

・同要領第８条に規定する対象石綿の除去処分費用を算定する際の専門業

者からの見積に要する費用 

  表６－６ 略   表６－６ 略 

(2) 木造特殊建物の調査及び算定 

木造特殊建物の調査及び算定の直接人件費の積算は、表６－７により行うもの

とする。ただし、第８の予備調査を行っているものについては、歩掛（調査外業、

調査内業(図面等)）を70パーセントに補正するものとする。 

(2) 木造特殊建物の調査及び算定 

木造特殊建物の調査及び算定の直接人件費の積算は、表６－７により行うもの

とする。ただし、第８の予備調査を行っているものについては、歩掛（調査外業、

調査内業(図面等)）を70パーセントに補正するものとする。 

  表６－７   表６－７ 

   表 略    表 略 

注１ 本表規模欄に定める面積以外の場合は、表６－８の補正率表を適用す

るものとする。 

注２ 本表は、石綿要領第４条に規定する石綿調査（調査表及び図面の作成

含む。ただし、分析調査は除く。）を含んだ歩掛である。ただし、以下に

ついては本歩掛に含まれないことから、必要に応じて、別途見積等を徴取

して対応するものとする。 

・同要領第７条に規定する分析調査費用に関する専門機関からの見積に要

する費用 

・同要領第８条に規定する対象石綿の除去処分費用を算定する際の専門業

者からの見積に要する費用 

注 本表規模欄に定める面積以外の場合は、表６－８の補正率表を適用する

ものとする。 

  表６－８ 略   表６－８ 略 

(3) 非木造建物の調査及び算定 

非木造建物の調査及び算定を行う場合は、表６－９の構造別区分及び表６－１

０の用途による区分によるものとし、各区分の直接人件費の積算は、表６－１１

により行うものとする。ただし、第８の予備調査を行っているものについては、

歩掛（調査外業、調査内業(図面等)）を70パーセントに補正するものとする。 

(3) 非木造建物の調査及び算定 

非木造建物の調査及び算定を行う場合は、表６－９の構造別区分及び表６－１

０の用途による区分によるものとし、各区分の直接人件費の積算は、表６－１１

により行うものとする。ただし、第８の予備調査を行っているものについては、

歩掛（調査外業、調査内業(図面等)）を70パーセントに補正するものとする。 

  表６－９及び表６－１０ 略   表６－９及び表６－１０ 略 

  表６－１１   表６－１１ 

   表 略    表 略 

   注１ 本表規模欄に定める面積以外の場合は、表６－１２の補正率表を適用

するものとする。   

   注 本表規模欄に定める面積以外の場合は、表６－１２の補正率表を適用す

るものとする。 
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ただし、非木造建物Ｄにあっては、木造建物の表６－６の補正率表を適

用するものとする。 

注２ 本表は、石綿要領第４条に規定する石綿調査（調査表及び図面の作成

含む。ただし、分析調査は除く。）を含んだ歩掛である。ただし、以下に

ついては本歩掛に含まれないことから、必要に応じて、別途見積等を徴取

して対応するものとする。 

・同要領第７条に規定する分析調査費用に関する専門機関からの見積に要

する費用 

・同要領第８条に規定する対象石綿の除去処分費用を算定する際の専門業

者からの見積に要する費用 

ただし、非木造建物Ｄにあっては、木造建物の表６－６の補正率表を適

用するものとする。 

  表６－１２ 略   表６－１２ 略 

  

５ 略 ５ 略 

  

６ 工作物の調査 

（１）機械設備 

機械設備とは、原動機等により製品等の製造又は加工等を行うもの、又は製

造等に直接係わらない機械を主体とした排水処理施設等であって、キュービク

ル式受変電設備、建築設備以外の動力設備、ガス設備、給・排水設備等の配管、

配線及び機器類を含むものをいう。（建築設備を除く。） 

イ 機械設備の区分 

機械設備の調査及び算定を行う場合は、表６－１５の区分によるものと

する。 

６ 工作物の調査 

（１）機械設備 

機械設備とは、原動機等により製品等の製造又は加工等を行うもの、又は製

造等に直接係わらない機械を主体とした排水処理施設等であって、キュービク

ル式受変電設備、建築設備以外の動力設備、ガス設備、給・排水設備等の配管、

配線及び機器類を含むものをいう。（建築設備を除く。） 

イ 機械設備の区分 

機械設備の調査及び算定を行う場合は、表６－１５の区分によるものと

する。 

ただし、調査対象となる工場等に設置されている機械設備状況が次の各

号のうち２以上該当すると認められる場合には、区分を１ランク上げるこ

とができるものとする。（例 機械設備ＢをＣとする。） 

(ⅰ) 機械設備の数が標準的（作業員が安全上心配なく作業ができる。）

工場より多い。 

(ⅱ) 配管、配線の系統が複雑（クロスしたり分岐、集合している。）か

つ多い。 

(ⅲ) 自動（ロボット）化された機械が比較的多い。 

(ⅳ) プラント（原材料を投入すれば製品または半製品となる。）化機械

（装置）が多い。 

(ⅴ) 規模の大きな機械が多い。 

(ⅵ) 特殊な機械が多い。 
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(ⅶ) 製品等の多種品の製造装置を持っている。 

(ⅷ) 受電契約電圧が6,000Ｖ以上である。 

  表６－１５   表６－１５ 

 

 
   ロ 機械設備の調査及び算定 

機械設備の調査及び算定の区分ごとの直接人件費の積算は、表６－１６

により行うものとする。ただし、第８の予備調査を行っているものについ

ては、歩掛（調査外業、調査内業(図面等)）を70パーセントに補正するも

のとする。 

なお、直接人件費の積算に当たっては、次の事項に留意して行うものと

する。 

   ロ 機械設備の調査及び算定 

機械設備の調査及び算定の区分ごとの直接人件費の積算は、表６－１６

により行うものとする。ただし、第８の予備調査を行っているものについ

ては、歩掛（調査外業、調査内業(図面等)）を70パーセントに補正するも

のとする。 

なお、直接人件費の積算に当たっては、次の事項に留意して行うものと

する。 
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  表６－１６   表６－１６ 

 

 
   注１ 本表規模欄に定める面積以外の場合は、表６－１７の補正率表を適用

するものとする。 

注２ 本表は、石綿要領第４条に規定する石綿調査（調査表及び図面の作成

含む。ただし、分析調査は除く。）を含んだ歩掛である。ただし、以下に

ついては本歩掛に含まれないことから、必要に応じて、別途見積等を徴取

して対応するものとする。 

・同要領第７条に規定する分析調査費用に関する専門機関からの見積に要

する費用 

・同要領第８条に規定する対象石綿の除去処分費用を算定する際の専門業

者からの見積に要する費用 

   注 本表規模欄に定める面積以外の場合は、表６－１７の補正率表を適用す

るものとする。 

  表６－１７   表６－１７ 

   機械設備Ａの場合    機械設備Ａの場合 

    表 略     表 略 

   機械設備Ｂ、Ｃ及びＤの場合    機械設備Ｂ、Ｃ、Ｄ及びＥの場合 

    表 略     表 略 

   ハ 略    ハ 略 

（２）生産設備 （２）生産設備 
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生産設備とは、当該設備が製品等の製造に直接・間接的に係わっているもの

又は営業を行う上で必要となる設備をいう。 

生産設備とは、当該設備が製品等の製造に直接・間接的に係わっているもの

又は営業を行う上で必要となる設備をいう。 

   イ 略    イ 略 

ロ 生産設備の調査及び算定 

     生産設備の調査及び算定の区分ごとの直接人件費の積算は、表６－２０

により行うものとする。ただし、第８の予備調査を行っているものについ

ては、歩掛(調査外業、調査内業(図面等))を70パーセントに補正するもの

とする。なお、生産設備ＡからＣまでの設備区域内に生産設備Ｄが存する

場合には、生産設備Ｄは計上しないものとする。 

ロ 生産設備の調査及び算定 

     生産設備の調査及び算定の区分ごとの直接人件費の積算は、表６－２０

により行うものとする。ただし、第８の予備調査を行っているものについ

ては、歩掛(調査外業、調査内業(図面等))を70パーセントに補正するもの

とする。なお、生産設備ＡからＣまでの設備区域内に生産設備Ｄが存する

場合には、生産設備Ｄは計上しないものとする。 

  表６－２０   表６－２０ 

   

   

   注１ 本表規模欄に定める面積以外の場合は、表６－２１の補正率表を適用

するものとする。 

注２ 本表は、石綿要領第４条に規定する石綿調査（調査表及び図面の作成

含む。ただし、分析調査は除く。）を含んだ歩掛である。ただし、以下に

ついては本歩掛に含まれないことから、必要に応じて、別途見積等を徴取

して対応するものとする。 

   注 本表規模欄に定める面積以外の場合は、表６－２１の補正率表を適用す

るものとする。 
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・同要領第７条に規定する分析調査費用に関する専門機関からの見積に要

する費用 

・同要領第８条に規定する対象石綿の除去処分費用を算定する際の専門業

者からの見積に要する費用 

  表６－２１ 略   表６－２１ 略 

   ハ 略    ハ 略 

（３）附帯工作物（敷地内の立竹木を含む。）の調査及び算定 

附帯工作物とは、建物及び他の工作物区分に属するもの以外のすべてをい

い、これらの調査区分は、表６－２３によるものとし、各区分の直接人件費の

積算は、表６－２４により行うものとする。 

ただし、第８予備調査を行っているものについては、歩掛（調査外業、調査

内業(図面等)）を70パーセントに補正するものとする。 

（３）附帯工作物（敷地内の立竹木を含む。）の調査及び算定 

附帯工作物とは、建物及び他の工作物区分に属するもの以外のすべてをい

い、これらの調査区分は、表６－２３によるものとし、各区分の直接人件費の

積算は、表６－２４により行うものとする。 

ただし、第８予備調査を行っているものについては、歩掛（調査外業、調査

内業(図面等)）を70パーセントに補正するものとする。 

  表６－２３ 略   表６－２３ 略 

  表６－２４   表６－２４ 

   表 略    表 略 

注１ 工場等の敷地面積の認定は、当該敷地面積から生産設備及び建物外に

設置されている機械設備及び墓地として計上した面積を控除した面積

とする。 

注２ 工場等の敷地で本表規模欄に定める面積以外の場合は、表６－２５の

補正率表を適用するものとする。 

注３ 附帯工作物の調査範囲内で庭園の調査区域とした範囲は、附帯工作物

の調査面積から除くものとする。 

注４ 本表は、石綿要領第４条に規定する石綿調査（調査表及び図面の作成

含む。ただし、分析調査は除く。）を含んだ歩掛である。ただし、以下に

ついては本歩掛に含まれないことから、必要に応じて、別途見積等を徴取

して対応するものとする。 

・同要領第７条に規定する分析調査費用に関する専門機関からの見積に要

する費用 

・同要領第８条に規定する対象石綿の除去処分費用を算定する際の専門業

者からの見積に要する費用 

注１ 工場等の敷地面積の認定は、当該敷地面積から生産設備及び建物外に

設置されている機械設備及び墓地として計上した面積を控除した面積

とする。 

注２ 工場等の敷地で本表規模欄に定める面積以外の場合は、表６－２５の

補正率表を適用するものとする。 

注３ 附帯工作物の調査範囲内で庭園の調査区域とした範囲は、附帯工作物

の調査面積から除くものとする。 

  表６－２５ 略   表６－２５ 略 

（４）立竹木の調査及び算定 

立竹木の調査及び算定は、表６－２６の区分によって行うものとし、各区分

の直接人件費の積算は、表６－２７により行うものとする。この場合の直接人

件費は次式によるものとする。 

（４）立竹木の調査及び算定 

立竹木の調査及び算定は、表６－２６の区分によって行うものとし、各区分

の直接人件費の積算は、表６－２７により行うものとする。この場合の直接人

件費は次式によるものとする。 
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式 略 

ただし、表６－２６の区分欄の庭木等に掲げるものについては、（３）附帯

工作物に含めて調査するものとする。 

式 略 

ただし、表６－２６の区分欄の庭木等に掲げるものについては、（３）附帯

工作物に含めて調査するものとする。 

  表６－２６   表６－２６ 

   ※ 「庭木等」の「判断基準」欄の「Ａ観賞樹」中の記載を以下のとおり改

める。 

   ※ 「庭木等」の「判断基準」欄の「Ａ観賞樹」中の以下の記載を改める。 

観賞上の価値を有すると認められる立木であって、高木（針葉樹及び広

葉樹）、株物、玉物、生垣、特殊樹（観賞用竹を含む）をいう。 

観賞上の価値を有すると認められる立木であって、高木（針葉樹及び広

葉樹）、株物類、玉物類、生垣用木、特殊樹（観賞用竹を含む）をいう。 

  表６－２７及び表６－２８ 略   表６－２７及び表６－２８ 略 

（５）から（７）まで 略 （５）から（７）まで 略 

  

７及び８ 略 ７及び８ 略 

  

第７ 略 第７ 略 

  

第８ 予備調査 第８ 予備調査 

予備調査は、大規模工場等の敷地の取得等に伴い、従前の機能を残地において

回復させることの検討が必要であると認められる場合において、必要に応じて、

第６建物等の調査に先立ち企業の内容等及び敷地の使用実態の調査、想定される

移転計画案の作成並びに移転が想定される建物等の概算補償額を算定し、建物等

の影響の範囲または岐阜県公共事業の施行に伴う損失補償基準（以下「基準」と

いう。）第28条に規定する通常妥当な移転先及び移転方法の認定に必要な予備的

な調査とする。 

なお、本調査を行った建物等（機械設備、生産設備及び附帯工作物）について

は、第６建物等の調査に当たり次の点に留意すること。 

（留意点）建物等の調査のうち、建物、機械設備、生産設備、附帯工作物につい

ては、予備調査の調査結果を貸与させるものとし、歩掛（調査外業、調

査内業(図面等)）を70パーセントに補正するものとする。 

予備調査は、大規模工場等の敷地の取得等に伴い、従前の機能を残地において

回復させることの検討が必要であると認められる場合において、必要に応じて、

第６建物等の調査に先立ち企業の内容等及び敷地の使用実態の調査、想定される

移転計画案の作成並びに移転が想定される建物等の概算補償額を算定し、建物等

の影響の範囲または国土交通省の公共用地の取得に伴う損失補償基準（以下「基

準」という。）第30条に規定する通常妥当な移転先及び移転方法の認定に必要な

予備的な調査とする。 

なお、本調査を行った建物等（機械設備、生産設備及び附帯工作物）について

は、第６建物等の調査に当たり次の点に留意すること。 

（留意点）建物等の調査のうち、建物、機械設備、生産設備、附帯工作物につい

ては、予備調査の調査結果を貸与させるものとし、歩掛（調査外業、調

査内業(図面等)）を70パーセントに補正するものとする。 

  

１から７まで 略 １から７まで 略 

  

８ 移転計画案の作成 ８ 移転計画案の作成 

移転計画案の作成の費用は、基準、岐阜県公共事業の施行に伴う損失補償基準

の運用方針（以下「運用方針」という。）及び損失補償取扱要領（以下「取扱要

領」という。）の定めるところにより、現状の機能を構内（残地）において回復

移転計画案の作成の費用は、基準、国土交通省の公共用地の取得に伴う損失補

償基準の運用方針（以下「運用方針」という。）及び国土交通省損失補償取扱要

領（以下「取扱要領」という。）の定めるところにより、現状の機能を構内（残
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させる残地内工法の計画案２～３案の作成するものであり、これに要する直接人

件費の積算は、表８－１２によるものとする。 

地）において回復させる残地内工法の計画案２～３案の作成するものであり、こ

れに要する直接人件費の積算は、表８－１２によるものとする。 

  表８－１２及び表８－１３ 略   表８－１２及び表８－１３ 略 

  

第９ 移転工法案の検討 第９ 移転工法案の検討 

移転工法案の検討は、大規模工場等の敷地の取得等に伴い、従前の機能を残地

において回復させることの検討が必要であると認められる場合において、必要に

応じて、第６建物等の調査及び第７営業その他の調査と併せて企業の内容等及び

敷地の使用実態の調査、想定される移転工法案を作成し、基準第28条に規定する

通常妥当な移転先及び移転方法を検討するものとする。 

移転工法案の検討は、大規模工場等の敷地の取得等に伴い、従前の機能を残地

において回復させることの検討が必要であると認められる場合において、必要に

応じて、第６建物等の調査及び第７営業その他の調査と併せて企業の内容等及び

敷地の使用実態の調査、想定される移転工法案を作成し、基準第30条に規定する

通常妥当な移転先及び移転方法を検討するものとする。 

  

１から６まで 略 １から６まで 略 

  

７ 照応建物の詳細設計等 ７ 照応建物の詳細設計等 

照応建物の詳細設計等は、照応建物による建物の設計及び算定等を行うもので

あり、これに要する直接人件費の積算は、次式により行うものとする。 

なお、これにより難い場合は、別途積算するものとする。 

照応建物の詳細設計費＝（図面作成枚数）×（図面作成費×依頼度） 

図面作成費：建物の計画・設計・計算・算定及び査定検証に要する人件費 

(1) 図面作成枚数 

図面作成枚数は、照応建物の用途区分によって必要となる数量を認定するもの

とする。 

この場合、照応建物の詳細設計１棟当たりの図面枚数は照応建物の詳細設計延

べ床面積×建物１㎡当たり図面枚数により算出した枚数を基準として別紙作成

図面認定表により設定するものとする。（建物１㎡当たり図面枚数は表９－１０

を標準とする。） 

なお、表９－１０の建物面積１㎡当たり図面枚数は、産業標準化法（昭和２４

年法律第１８５号）第１１条により制定された日本産業規格（以下、「日本産業

規格」という。）Ａ列１番（以下「Ａ１判」という。）を標準としたものである。

日本産業規格Ａ列２番（以下「Ａ２判」という。）を使用する場合には、図面枚

数を２倍にするものとする。 

照応建物の詳細設計等は、照応建物による建物の設計及び算定等を行うもので

あり、これに要する直接人件費の積算は、次式により行うものとする。 

なお、これにより難い場合は、別途積算するものとする。 

照応建物の詳細設計費＝（図面作成枚数）×（図面作成費×依頼度） 

図面作成費：建物の計画・設計・計算・算定及び査定検証に要する人件費 

(1) 図面作成枚数 

図面作成枚数は、照応建物の用途区分によって必要となる数量を認定するもの

とする。 

この場合、照応建物の詳細設計１棟当たりの図面枚数は照応建物の詳細設計延

べ床面積×建物１㎡当たり図面枚数により算出した枚数を基準として別紙作成

図面認定表により設定するものとする。（建物１㎡当たり図面枚数は表９－１０

を標準とする。） 

なお、表９－１０の建物面積１㎡当たり図面枚数は、工業標準化法（昭和２４

年法律第１８５号）第１１条により制定された日本工業規格（以下、「日本工業

規格」という。）Ａ列１番（以下「Ａ１判」という。）を標準としたものである。

日本工業規格Ａ列２番（以下「Ａ２判」という。）を使用する場合には、図面枚

数を２倍にするものとする。 

  表９－１０ 略   表９－１０ 略 

  

(2)及び(3) 略 (2)及び(3) 略 
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８ 機械設備設計 ８ 機械設備設計 

構内（残地）に建物を集約して機能回復を図る場合の機械設備の設計は、決定

レイアウト図に基づいて、従前機能が確保されるように再配置の検討を行い、こ

れに必要な移転費用の算定までを行うものであり、この業務に要する直接人件費

の積算は、次式によって行うものとする。 

ただし、下水処理場設備、高圧ガス設備、変電設備等の特殊な設備で、この基

準により難いと判断される場合には、別途資料で算定できるものとする。 

なお、本項で示す以外の直接人件費の積算上の要件等については、第６建物等

の調査 ６工作物の調査 （１）機械設備の項に準ずるものとする。 

機械設備設計費＝図面等費＋算定費＋見積徴収費 

構内（残地）に建物を集約して機能回復を図る場合の機械設備の設計は、決定

レイアウト図に基づいて、従前機能が確保されるように再配置の検討を行い、こ

れに必要な移転費用の算定までを行うものであり、この業務に要する直接人件費

の積算は、次式によって行うものとする。 

ただし、下水処理場設備、高圧ガス設備、変電設備等の特殊な設備で、この基

準により難いと判断される場合には、別途資料で算定できるものとする。 

なお、本項で示す以外の直接人件費の積算上の要件等については、第６建物等

の調査 ６工作物の調査 （１）機械設備の項に準ずるものとする。 

機械設備設計費＝図面等費＋算定費＋見積徴収費 

(1)から(3)まで 略 (1)から(3)まで 略 

(4) 標準技術者員数 (4) 標準技術者員数 

機械設備設計に係る技術者の標準員数は、表９－１３及び表９－１４のとおり

とし、生産設備の見積を徴収する場合の技術者の標準員数は、表９－１５のとお

りとする。 

機械設備設計に係る技術者の標準員数は、表９－１３及び表９－１４のとおり

とし、生産設備の見積を徴収する場合の技術者の標準員数は、表９－１５のとお

りとする。 

  表９－１３   表９－１３ 

   

   
注１ 本表の区分は表６－１５のとおりとする。 注１ 本表の区分は表６－１５のとおりとする。 
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注２ 設置面積は、決定レイアウトに基づく機械設備の設置面積とする。 

注３ 本表の数値は、規模、業務内容によって補正を行うものとする。 

注４ 本表の歩掛りは、表６－１６の調査内業（図面等）及び算定の合計の

人員である。 

注２ 設置面積は、決定レイアウトに基づく機械設備の設置面積とする。 

注３ 本表の数値は、規模、業務内容によって補正を行うものとする。 

注４ 本表の歩掛りは、表６－１６の調査内業（図面等）及び算定の合計の

人員である。 

表９－１４及び表９－１５ 略 表９－１４及び表９－１５ 略 

(5) 略 (5) 略 

  

第１０ 再算定業務 第１０ 再算定業務 

再算定業務とは、当該年度以前に調査及び算定を行ったものについて、改めて

補償額の算定を行うことをいい、調査及び算定時点から一定期間経過しているた

め再調査を行う必要があるもの、又は権利者より再調査の申出があり、やむを得

ないものと認めたものを含むものとする。 

再算定業務とは、当該年度以前に調査及び算定を行ったものについて、改めて

補償額の算定を行うことをいい、調査及び算定時点から一定期間経過しているた

め再調査を行う必要があるもの、又は権利者より再調査の申出があり、やむを得

ないものと認めたものを含むものとする。 

  

１及び２ 略 １及び２ 略 

  

３ 再算定業務（再調査不要） ３ 再算定業務（再調査不要） 

  再算定業務（再調査不要）は、原則として、補償額の算定方法の変更を行うこ

となく（ただし、基準、運用方針、調査算定要領等の改正に伴って、補償額の算

定方法等に変更が生じたときは、これらの変更を含む。）、当該年度の単価に修

正して補償額の再算定を行うものとし、これに要する直接人件費の積算は、各業

務区分の歩掛りのうち、「内業（算定）」により行うものとする。 

ただし、営業補償の再算定業務については、原則として、「４再調査業務」(6)

及び(7)により行うものとする。 

  再算定業務（再調査不要）は、原則として、移転工法及び補償額の算定方法の

変更を行うことなく（ただし、基準、運用方針、調査算定要領等の改正に伴って、

補償額の算定方法等に変更が生じたときは、これらの変更を含む。）、当該年度

の単価に修正して補償額の再算定を行うものとし、これに要する直接人件費の積

算は、各業務区分の歩掛りのうち、「内業（算定）」により行うものとする。 

ただし、営業補償の再算定業務については、原則として、「４再調査業務」(4)

及び(5)により行うものとする。 

  

４ 再調査業務 ４ 再調査業務 

再調査業務に要する直接人件費の積算は、次により行うものとし、特段の規定

がない場合の再算定に関する考え方は「３再算定業務（再調査不要）」の規定に

よるものとする。 

再調査業務に要する直接人件費の積算は、次により行うものとし、特段の規定

がない場合の再算定に関する考え方は「３再算定業務（再調査不要）」の規定に

よるものとする。 

(1)から(5)まで 略 (1)から(5)まで 略 

(6) 営業補償（仮営業所の設置工事費用を除く）の対象となる事業所（企業）の会

計年度が異なる場合は、再調査及び再算定（当初調査の成果を参考にして再調査

を実施し、認定収益額等の補償対象金額を修正して補償額を算定することをい

う。）を行うものとする。これに要する直接人件費の積算は、表１０－２により

行うものとし、営業の内容等の難易度によって、表７－４の補正を行うものとす

る。 

(6) 営業補償（仮営業所の設置工事費用を除く）の対象となる事業所（企業）の会

計年度が異なる場合は、再調査及び再算定（当初調査の成果を参考にして再調査

を実施し、認定収益額等の補償対象金額を修正して補償額を算定することをい

う。）を行うものとする。これに要する直接人件費の積算は、表１０－２により

行うものとし、営業の内容等の難易度によって、表７－４の補正を行うものとす

る。 
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ただし、当初調査時点と比較して当該事業所（企業）の業務内容が大幅に変化

する等、本表によりがたい場合には、表７－３によることができるものとする。 

 なお、再調査及び再算定の対象となる会計年度が２カ年以上の場合は、表１０－

２の歩掛のうち、調査外業を110パ―セントに補正するものとする。 

ただし、当初調査時点と比較して当該事業所（企業）の業務内容が大幅に変化

する等、本表によりがたい場合には、表７－３によることができるものとする。 

 なお、再調査及び再算定の対象となる会計年度が２カ月以上の場合は、表１０－

２の歩掛のうち、調査外業を110パ―セントに補正するものとする。 

  表１０－２ 略   表１０－２ 略 

(7) 略 (7) 略 

  

第１１から第１６まで 略 第１１から第１６まで 略 

  

第１７ 地盤変動影響調査等 第１７ 地盤変動影響調査等 

地盤変動影響調査等は、「公共事業に係る工事の施行に起因する地盤変動によ

り生じた建物等の損害等に係る事務処理要領の制定について」（昭和61年4月18

日公第53号。以下「事務処理要領」という。）第１条の建物その他の工作物（以

下「建物等」という。）について、同要領第2条第5号の建物等の配置及び現況の

調査（以下「事前調査」という。）、第4条の調査（以下「事後調査」という。）

並びに第7条に係る費用負担額の算定（以下「算定」という。）並びに費用負担

の説明の区分により行うものとする。  

地盤変動影響調査等は、「公共事業に係る工事の施行に起因する地盤変動によ

り生じた建物等の損害等に係る事務処理要領の制定について」（昭和61年4月18

日公第53号。以下「事務処理要領」という。）第１条の建物その他の工作物（以

下「建物等」という。）について、同要領第2条第5号の建物等の配置及び現況の

調査（以下「事前調査」という。）、第4条の調査（以下「事後調査」という。）

並びに第7条に係る費用負担額の算定（以下「算定」という。）並びに費用負担

の説明の区分により行うものとする。  

  

［一］ 事前調査、事後調査及び算定                                                                                      ［一］ 事前調査、事後調査及び算定                                                                                      

  

１から３まで 略 １から３まで 略 

  

４ 事前調査 ４ 事前調査 

（１）建物等の調査 

建物敷地内の建物等の事前調査に要する直接人件費の積算は、表１７－１－

２により行うものとする。 

ただし、鉄筋系、コンクリート系及び木質系のプレハブ造の建物については、

木造建物に準じて処理するものとする。なお、本歩掛に水準測量は含んでいな

いため、水準測量を実施する必要がある場合には、別途その費用を計上するも

のとする。 

（１）建物等の調査 

建物敷地内の建物等の事前調査に要する直接人件費の積算は、表１７－１－

２により行うものとする。 

ただし、鉄筋系、コンクリート系及び木質系のプレハブ造の建物については、

木造建物に準じて処理するものとする。なお、本歩掛に水準測量は含んでいな

いため、水準測量を実施する必要がある場合には、別途その費用を計上するも

のとする。 

 

  表１７－１－２ 

 

  表１７－１－２ 

   表 略    表 略 

注 1 本表規模欄に定める面積以外の場合で木造建物Ａ、Ｂ及びＣにあって

は表１７－１－３、木造特殊建物にあっては   表１７－１－４、非木

注 1 本表規模欄に定める面積以外の場合で木造建物Ａ、Ｂ及びＣにあって

は表１７－１－３、木造特殊建物にあっては   表１７－１－４、非木
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造建物イ、ロ及びハにあっては表１７－１－５の補正率表を適用するも

のとする。          

注 2 建物1棟が複数の区分所有権者によって共同所有となっているとき

は、本表によらず表１７－１－６により直接人件費の積算を行うものと

する。この場合に共同持分を1戸として計上するものとする。                               

造建物イ、ロ及びハにあっては表１７－１－５の補正率表を適用するも

のとする。          

注 2 建物1棟が複数の区分所有権者によって共同所有となっているとき

は、本表によらず表１７－１－６により直接人件費の積算を行うものと

する。この場合に共同持分を1戸として計上するものとする。                               

注 3  注1及び注2は5事後調査においても同様に適用するものとする。 

  表１７－１－３から表１７－１－６まで 略   表１７－１－３から表１７－１－６まで 略 

（２） 略 （２） 略 

  

５ら６まで 略 ５ら６まで 略 

  

［二］ 略 ［二］ 略 

  

（別表） 略 （別表） 略 

  

 

 


